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（百万円未満切捨て） 
１．20 年３月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年３月 31 日） 
 (1)連結経営成績                               （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円    ％

20 年３月期 
19 年３月期 

30,802   23.8 
24,888    － 

1,019    3.3 
986      －

     855 △3.8 
     889  － 

    353 △15.4
    418 －

 

 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％
20 年３月期 
19 年３月期 

       20 83 
        24 60 

       20 78
        24 53

           7.8
          9.9

           3.2 
         4.2 

  3.3 
          4.0 

(参考) 持分法投資損益  20 年３月期 △62 百万円  19 年３月期 －百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19 年３月期 

30,571 
23,113 

5,615
4,416

15.3 
19.1 

275  77
259  95

(参考) 自己資本         20 年３月期 4,685 百万円   19 年３月期 4,416 百万円   
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年３月期 
19 年３月期  

3,565 
835 

△5,558
△1,982

3,488 
1,345 

3,468
1,695

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日）
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 
四半期末

期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 

（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

19 年３月期 
20 年３月期 

    3 00
3 00

3 00
3 00

50
50

12.2 
14.4 

1.2 
1.0 

21 年３月期 
（予想） 

  
3 00 3 00  72.8  

 
３．21 年３月期の連結業績予想（平成 20 年４月 1日～平成 21 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円     ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円       ％  円 銭

第２四半期 
連結累計期間 

16,740  18.1   215 △63.1    55   △89.2   20   △83.2 1  18

通     期 36,300 17.8   530  △48.0   180   △79.0   70  △80.2          4  12
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 

新規 1 社（社名 天昇ポーランドコーポレーション有限会社 ） 除外 －社 
(注) 詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
  ①会計基準等の改正に伴う変更   有 
  ②①以外の変更          無 

(注) 詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 20 年３月期 17,014,000 株     19 年３月期 17,014,000 株  
②期末自己株式数          20 年３月期     23,614 株     19 年３月期   22,208 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、44 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.20 年３月期の個別業績（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前年期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円     ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％

20 年３月期    28,895    18.9     1,025   11.3 908   9.8      417  14.9

19 年３月期    24,303    10.4        921   25.4 827  25.8       363   0.7
 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

 円 銭 円 銭

20 年３月期          24  57          24  52

19 年３月期   21  39 21  33
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 24,282 4,545 18.7 267  51

19 年３月期 22,964 4,306 18.8 253  47

(参考) 自己資本  20 年３月期 4,545 百万円  19 年３月期 4,306 百万円 
    

 
 
２．21 年３月期の個別業績予想（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円      ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円     ％  円 銭
第２四半期 
累 計 期 間 14,300   4.0   355 △39.6  275 △48.8   150  △2.1 8 83

通    期 29,600    2.4 855 △16.6 675 △25.7 365 △12.6 21 48

 
 
 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

   添付の財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載してお

りましたが、当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比較を容易にす

るため、前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 
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１ 経営成績及び財政状況 
 

(1) 経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、年度前半は円安傾向のなか、企業収益改善による設備

投資、雇用情勢の改善に伴う個人消費が堅調に推移し、緩やかながら回復基調を辿りましたが、

年度後半においては米国サブプライムローンに端を発する金融不安から急激な円高、株価の下落

などが進行し、景気の減速感が強まりました。一方、海外につきましても、米国は住宅投資の減

少を受けた個人消費や設備投資が減速し、ヨーロッパも原料高騰、ユーロ高騰の影響もあり年度

後半は先行き不透明感の強い状況となりました。 

  

このような経済状況の中、当グループは、お客様の海外生産に対応するため、天昇ポーランド

コーポレーション有限会社を平成 18 年 12 月に設立し当連結会計年度より連結子会社といたしま

した。同社は平成 20 年２月より操業を開始し、家電外装部品を中心にお客様への納入を開始いた

しております。天昇塑料（常州）有限公司は家電外装部品等の受注増加を目指し平成 19 年８月に

工場を拡大すべく江蘇省溧陽市に移転いたしました。 

一方、国内では、埼玉工場の隣接地を購入し自動車部品専用工場を建設し売上拡大に努めまし

た。また、昭和 50 年前半から健康寝具の製造販売をおこなっておりましたが、主たる販売方式で

あります訪問販売が一部悪質業者の横行や「特定商取引法」の施行並びに、薬事法改正による法

規制の強化により事業環境が厳しくなったことなどにより平成 20 年３月末をもって撤退すること

を決断し、成形関連事業に注力する体制といたしました。 

  

この結果、自動車部品は大幅な増収となり、家電外装部品も国内の薄型ＴＶの好調な販売に支

えられ増収となりました。更に、当連結会計年度より天昇ポーランドコーポレーション有限会社

を連結対象会社に加えたことにより、売上高は 308 億２百万円（前期比 23.8％増）、営業利益は

10 億 19 百万円（前期比 3.3％増）となりました。しかしながら経常利益は８億 55 百万円（前期

比 3.8％減）となりました。これは、当連結会計年度より天昇アメリカコーポレーションを持分

法適用会社といたしましたが、同社も操業は昨年 11 月から開始しておりますので、損益面では創

業赤字となっており当社持分約 30％を取り込んだこと等によります。更に、特別損失に、誠に遺

憾ながら取引先の自己破産に伴う貸倒損失２億円、健康寝具製造販売からの撤退損 55 百万円を計

上したこと等により、当期純利益は３億 53 百万円（前期比 15.4％減）となりました。 

 

 部門別の営業概況 

「成形関連事業」 

   国内においては、デザインから部品完成まで一貫した生産体制を持つ企業として家電外装部

品及び自動車部品を中心に売上を伸ばしております。物流産業資材も医療用廃棄物容器「ミッ

ペール」を中心に前期並みの売上を確保いたしました。金型は自動車部品用を中心に売上高を

伸ばしました。 

  海外では、ポーランド現法の操業開始は平成 20 年２月からでしたが、家電外装部品の一部に

つきましては平成 19 年よりポーランド、スペインの成形メーカーへ外部発注し家電メーカーへ

の納入を開始しております。中国現法では、平成 19 年８月の工場移転のため、約２ヶ月間一時

的に生産高が減少しましたが、家電外装部品を中心に売上高を伸ばしております。その結果、

売上高は 305 億２百万円、営業利益８億５百万円となりました。 

「不動産関連事業」 

不動産関連事業は、相模原市所在の賃貸建物と二本松市所在の土地、伊那市所在の賃貸建物

から構成されております。 

  当連結会計年度の売上高は３億円、営業利益は２億 14 百万円となりました。 
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（事業別売上高）                   （単位：百万円）  

当     期 前     期 
 

売上高 構 成 比 対前期比 売上高 構 成 比 

成形関連事業 30,502 99.0% 24.0% 24,590 98.8% 

不動産関連事業 300 1.0% 1.0% 297 1.2% 

合   計 30,802 100.0% 23.8% 24,888 100.0% 

 

(2) 財政状況 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は前期末と比較して 74 億 58 百万円増加し、305 億 71 百万円と

なりました。流動資産は前期末と比較して 16 億 73 百万円増加し、154 億 82 百万円となりま

した。その主な理由は、現金及び預金 16 億 66 百万円、未収入金３億 43 百万円の増加であり

ます。固定資産は 57 億 85 百万円増加し、150 億 88 百万円となりました。その主な理由は、

ポーランド工場建設に係わる建設仮勘定 52 億 17 百万円の増加であります。 

流動負債は前期末と比較して 25 億 17 百万円増加して、159 億 66 百万円となりました。そ

の主な理由は、買掛金 14 億５百万円、未払金 19 億 46 百万円の増加、１年以内償還社債 10

億円の減少によるものであります。固定負債は前期末と比較して 37 億 42 百万円増加し、89

億 90 百万円となりました。その主な理由は、長期借入金 40 億 94 百万円の増加であります。 

少数株主持分を含んだ純資産は前期末と比較して、11 億 98 百万円増加し、56 億 15 百万円

となりました。主な理由は、利益剰余金３億２百万円、為替換算調整勘定 93 百万円、少数株

主持分９億 29 百万円の増加であります。この結果、自己資本比率は 15.3％となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は 34 億 68 百万円

となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動の結果、得られた資金は 35 億 65 百万円となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益６億 53 百万円、減価償却費 13 億４百万円及び営業

債務９億 50 百万円の増加、営業債権７億 77 百万円の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果、使用した資金は 55 億 58 百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出 45 億 36 百万円及び投資有価証券取得によ

る支出９億 65 百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果、得られた資金は 34 億 88 百万円となりました。 

これは主に、長期借入金による収入 58 億 87 百万円、少数株主に対する株式の発行によ

る収入８億 72 百万円と、長期借入金の返済 15 億 82 百万円及び社債の償還 13 億 50 百万円

によるものであります。 
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 平成 19 年３月期 平成 20 年３月期 

自己資本比率 19.1% 15.3% 

時価ベースの自己資本比率 19.3% 12.8% 

債務償却年数 9.5 年 3.0 年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 6.2 21.4 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は

貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しています。 

 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期･次期の配当 

当グループは、企業価値の最大化を図ることを経営の基本方針としております。そのために

は経営環境の変化にも対応できる経営体質を維持し、強化することが肝要であると考え、内部

留保の蓄積および活用を図りながら継続的に安定した利益を図ることを目指しております。 

得られた利益は、既存コア事業の拡充や新規事業の推進等に備えて蓄積する内部留保の源泉

であり、また継続・安定した利益還元を図る源泉であると認識し、両者の調和に留意の上、業

績に応じた利益配分を行うことを基本方針として考えております 

  当期の配当につきましては、１株につき３円とさせていただく案を株主総会にお諮りするこ

とといたします。 

次期の配当につきましても、１株につき３円とする予定であります。 
 

 

(4) 次期の見通し 

   今後の国内景気見通しにつきましては、米国の景気後退や原油・原材料の価格の高騰、為替

変動など懸念される要因が多く、予断を許さない状況が続くものと予想されます。このような

厳しい環境下、当グループは将来に向け更なる成長を目指し、技術力の向上により付加価値の

高い製品を供給できるようグループ一丸となり取り組んでまいります。また、グループの将来

を担う人材の育成ならびに法令遵守、社会貢献など企業の社会的責任活動にも積極的に取り組

んでまいります。 

 次期の見通しにつきましては、市場環境や為替の動向など先行き不透明な要素があることや、

ポーランド工場の創業赤字が見込まれることもあり、現時点においては平成21年３月期連結業

績は、売上高363億円（前期比17.8％増）、営業利益５億30百万円（前期比48.0％減）、経常利

益１億80百万円（前期比79.0％減）、当期純利益70百万円（前期比80.2％減）を予想しており

ます。なお、通期見通しにあたっての為替レートは、１ズロチ＝45円を想定しております。  
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(5) 事業等のリスク 

①事業展開とリスク 

当グループは国内５工場でプラスチック成形品の生産を行っており、物流産業資材につい

ては物流業など、家電外装部品については家電・ＯＡメーカーなどの国内の需要動向に左右

されることがあります。また、天昇塑料（常州）有限公司および天昇ポーランドコーポレー

ション有限会社では、プラスチック成形品の生産・販売を行っておりますが、現地の法規制

やインフラ（電力、水、輸送等）、治安の悪化、労働争議など様々なリスクが存在していま

す。 

国内および海外の景気動向や競争状況、カントリーリスク等から所期の成果を挙げられな

い可能性があります。 

②仕入及び販売方針 

原料仕入にあたっては、コスト削減を図るべく努力を行っておりますが、昨今の石油価格

高騰による樹脂素材価格の上昇で、原材料の価格上昇が継続しております。原材料の価格上

昇を製品へ転嫁することを営業施策の最重要課題として取り組んでおりますが、販売情勢が

厳しく製品価格へ転嫁できないリスクが存在します。 

これにより、当社の業績と財務状況が悪化する可能性があります。 

③景気変動、経済情勢のリスク 

様々なプラスチック製品の製造・販売を行っており、様々な業界の景気動向の影響を受け

ますが、特に主要製品の販売先であります家電・ＯＡメーカーなどの需要状況、競争状況の

影響があります。また、海外での景気や経済情勢は、海外での需要及び競合状況に影響を与

え、直接及び間接的に当グループの業績に影響を与えます。ただし、これらは、多くの企業

に共通するリスクでもあり、必ずしも当社に特有のものではありません。 

④特定の取引先への依存に係るもの 

当グループの主要取引先は主に家電・ＯＡメーカーであり、現在は安定した取引が継続し

ております。しかしながら、大手家電・ＯＡメーカーは厳しい主導権争いが展開されており、

景気変動や競争激化、海外展開などにより、当社製品の納入の継続が困難となるリスクがあ

ります。これにより、当グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑤特定の製品、技術への依存に係るもの 

当グループの主要製品であります家電外装部品は、技術力に支えられたものであり、継続

的にお客様に供給されうる製品と認識しております。しかしながら、技術や需要は急速な変

化があり、技術・製品開発力や販売ルートの確保には、その性質から当然に不確実性があり、

多様なリスクを伴います。よって、技術・製品開発力や販売力において競争力を維持できな

い場合には、将来の成長性、収益性を低下させ、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

⑥法的規制 

当グループの生産活動においては、環境・リサイクル関連法などの法的規制を受けており

ます。各工場にはそれぞれの規制に対する法的資格取得者を配置し、規制遵守に努めており

ますが、これらの規制を遵守できなかった場合、一時的に操業停止等の罰則を受ける可能性

があります。  
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２ 企業集団の状況 
当グループの企業集団は、当社及び子会社３社、関連会社３社、その他の関係会社３社により構

成され、成形関連事業においては家電外装部品、自動車部品、物流産業資材、金型の製造販売、不

動産関連事業においては建物の賃貸を主な内容として事業を展開しております。 

当グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

成 形 関 連 事 業……当社が製造販売を行っております。 

物流産業資材は当社が製造販売するほか、その他の関係会社三甲株式会

社及び三井物産株式会社においても販売しております。また、三甲株式

会社が製造販売している物流産業資材については、当社においても販売

しております。 

家電外装部品は、当社が製造販売するほか、天昇塑料（常州）有限公司

及び天昇ポーランドコーポレーション有限会社においても、製造販売を

しております。 

金型は当社が製造販売するほか、三甲株式会社及び天昇ポーランドコー

ポレーション有限会社にも販売しております。 

不 動 産 関 連 事 業……株式会社ユニリビングに相模原市の建物の賃貸をおこなっているほか、

二本松市の土地、伊那市の建物の賃貸をおこなっております。 

上記の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 当該子会社は、重要性が乏しいため非連結子会社としております。 

※２ その他の関係会社である三甲不動産株式会社との取引はありません。 

得

意

先

三 甲 株 式 会 社

< そ の 他 の 関 係 会 社 >

天 昇 塑 料 （ 常 州 ） 有 限 公 司

＜  連  結  子  会  社  ＞

 天昇キャップロール販売株式会社 ※１

不動産関連事業

成 形 関 連 事 業

三 井 物 産 株 式 会 社

< そ の 他 の 関 係 会 社 >

三 甲 不 動 産 株 式 会 社

< そ の 他 の 関 係 会 社 >

天 

昇 

電 

気 

工 

業 

株 

式 

会 

社 

天昇ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ有限会社

＜  連  結  子  会  社  ＞

※２ 

天 昇 ﾒ ｷ ｼ ｺ ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ

＜ 持分法適用関連会社 ＞
天 昇 ｱ ﾒ ﾘ ｶ ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ

＜ 持分法適用関連会社 ＞
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（１） 関係会社の状況 

 

議決権の 
所有(被所有)割合 

名称 住所 資本金又は 
出資金 

主要な 
事業の内容 所有割合

(％) 

被所有
割合
(％)

関係内容 

（連結子会社) 
 天昇塑料（常州）有限
公司 

 
中国江蘇省 
溧陽市 

 
450 百万円

産業用プラ
スチック製
品の製造販
売 

100.0 ― 
商品の購入並びに当社
製品及び材料等の販売
役員の兼任 3 名 

（連結子会社) 
 天昇ポーランドコーポ
レーション有限会社 

ポーランド共
和国ウィソミ
ッツェ市 

2,142 百万円

産業用プラ
スチック製
品の製造販
売 

60.0 ― 材料並びに金型の販売
役員の兼任 ３名 

（持分法適用関連会社) 
 天昇アメリカコーポレ
ーション 

アメリカ合衆
国サンディエ

ゴ市 
17 百万米ﾄﾞﾙ

産業用プラ
スチック製
品の製造販
売 

29.8 ― 役員の兼任 ４名 

（その他の関係会社) 
 三甲不動産株式会社 岐阜県瑞穂市 10 百万円 不動産賃貸 ― 34.8 役員の兼任 1 名 

（その他の関係会社） 
 三甲株式会社 岐阜県瑞穂市 480 百万円

産業用プラ
スチック製
品の製造販
売 

2.0 34.8 
(34.8) 

企業提携契約に基づ
き、三甲株式会社の商
品及び材料の購入並び
に当社製品及び材料等
の販売 
役員の兼任 ２名 

（その他の関係会社） 
 三井物産株式会社 

東京都 
千代田区 337,543 百万円 総合商社 ― 20.5 材料の購入並びに当社

製品の販売 

(注) １ 三井物産株式会社は有価証券報告書を提出しております。三甲不動産株式会社および三
甲株式会社は有価証券報告書を提出しておりません。 

２ 「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有であり、外書は緊密な者等の所有
割合であります。 

３ 三甲不動産株式会社及び三甲株式会社の資本金の額は、平成 19 年５月 31 日現在の金額
であります。 
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３ 経営方針 
 

(1) 経営の基本方針 

当グループは、合成樹脂成形加工メーカーとして、常にお客様のニーズにあった製品を提供

し続けることにより、健全な成長と企業価値の増大を目指してまいります。また、事業環境の

変化に即応する挑戦的な企業活動を実践し、全てのステークホルダーの皆様にとって存在価値

のある企業となることを基本方針として、下記の「経営理念」、「行動指針」、「管理職心

得」をグループ全社に周知徹底しております。 

経 営 理 念 

・継続的発展の下に企業価値を高め、それを支える適正利益の確保に社内の力を結集する。 

・法令遵守に留まらず、高い倫理観と透明性を保持した品格を保ち、リスク・コントロール、

業務の効率性･適正性確保による健全経営に努める。 

・株主、従業員、取引先、コミュニティなど多様なステークホルダーとの信頼関係の構築に努

め、社会貢献・環境保全・安全性への配慮を心掛ける。 

行 動 指 針 

基 本 方 針：“お客様第一”“お客様の満足を得る積極的な物造り”に努め、企業価値

の増大と有用且つ安定した産業貢献を図る。 

事業運営方針：“日本一の品質･適時納期・スピード・サービス”により、お客様から信

頼･評価される企業を目指す。 

行 動 規 範： 社会の一員としての自覚を持ち、内外の法令を遵守し、高い倫理観・良

識･責任感のある行動をとる。 

管理職心得・ 

行動力基本動作：堅実で、整然として礼儀正しく、活力と情熱溢れる企業風土を醸成する。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当グループは、収益性を測る指標として、投下された総資産が利益獲得のためにどれほど効

率的に利用されたかを表すＲＯＡ（総資本利益率）を、また財務の安定性を図る指標として、

総資産に占める株主資本の割合を表す株主資本比率を重視しております。 

経営目標としては、ＲＯＡ５％以上、株主資本比率 30％を目標といたしておりますが、当期

末におけるＲＯＡは 1.3％、株主資本比率は 14.6％であります。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当グループは、創業以来、家電外装部品の合成樹脂成形事業を柱として、お客様のニーズに

応えるべく射出成形用金型および家電外装部品、精密機構部品、自動車部品、物流産業資材の

開発・供給に注力し、製品の多様化と品質の向上に努めてまいりました。 

今後もお客様の生産拠点の海外移転或いは海外強化は続くことが予想されますが、当グルー

プのデザインから製品設計・構造解析・金型設計・金型製作・成形・塗装・組立までと一貫し

た生産体制を持つ企業として、新しい領域および難易度の高い成形品については需要を充分開

拓できるものと認識しております。 

なお、徹底した原価の低減、品質・技術力の向上がグローバルな競争に打ち勝ち、企業の存

続・発展に繋がるものと確信しております。 

また、海外消費地における製品需要の増大に伴い、大手家電メーカーを中心として、全世界

を対象とした生産体制に移行しております。このような状況下、当グループの主力生産品であ

ります家電外装部品に対する海外生産の重要性もますます高まっております。このため、平成

18 年 12 月にポーランド共和国トルン市に現地法人を設立しウィソミッツェ市において工場建

設に着手し、本年２月より稼動いたしております。更に、アメリカ合衆国カリフォルニア州に

現地法人（持分法適用会社）を設立しメキシコ合衆国ロサリート地区で昨年 11 月より工場を

稼動いたしております。両工場が稼動した結果、日本、中国、ヨーロッパ、北米の世界４ヶ所

よりの供給が可能となり、お客様の要求にお応えできる体制となりました。今後は、グループ

一丸となり各工場の生産性向上を図ってまいります。 
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(4) 会社の対処すべき課題 

当グループは、「“お客様第一”“お客様の満足を得る積極的な物造り”に努め、企業価値

の増大と有用且つ安定した産業貢献を図る」ことを基本方針とし、そのために、 

「“日本一の品質・適時納期・スピード・サービス”により、お客様から信頼･評価される企業

を目指す」ことを事業運営方針としております。 

 当連結会計年度は、国内では家電外装部品及び自動車部品を中心に事業展開を進めてまいり

ました。その結果両部品の売上高は国内成形関連事業の７割以上を占めるまでになりました。  

国内の成形分野で両部品は今後とも拡大してまいりますので、技術革新、生産性向上を図り

積極的に受注してまいります。 

  海外では、ポーランド現法が創業いたしましたが、社員教育問題等を抱えております。また、

工場の操業度を高めることが緊急の課題となっております。そのために、ローカルスタッフの

教育、日本からの技術・営業支援等グループ一丸となって取組んでまいります。 

また、内部統制につきましては、すべてのステークホルダーから信頼される企業であり続け

るために、企業倫理の重要性を認識し、経営の健全性、経営の意思決定と業務執行の透明性・

公正性を保持すべく、コーポレートガバナンスの充実及びコンプライアンスの強化に努めてま

いります。 
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４．連結財務諸表 

(1) 連結貸借対照表 
 

  
前連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 20 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,801  3,468 

２ 受取手形 ※６ 1,399  1,144 

３ 売掛金  9,012  8,353 

４ 製品  524  495 

５ 原材料  553  652 

６ 仕掛品  249  246 

７ 未収入金  15  359 

８ 繰延税金資産  191  329 

９ その他  60  441 

貸倒引当金  △0  △8 

流動資産合計  13,809 59.8  15,482 50.6

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産    

(1) 建物 ※３ 5,418 5,537  

   減価償却累計額 ※２ 2,222 3,196 2,432 3,105 

(2) 構築物  587 564  

   減価償却累計額 ※２ 376 211 378 186 

(3) 機械及び装置 ※３ 5,423 5,676  

   減価償却累計額 ※２ 4,163 1,260 4,388 1,288 

(4) 車両運搬具  118 118  

   減価償却累計額 ※２ 82 35 88 29 

(5) 工具器具及び備品  2,672 3,279  

   減価償却累計額 ※２ 1,796 875 2,306 972 

(6) 土地 ※３ 2,300  2,445 

(7) 建設仮勘定  49  5,266 

有形固定資産合計  7,929 34.3  13,293 43.5

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  71  60 

(2) その他  7  7 

無形固定資産合計  79 0.3  67 0.2
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前連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 20 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※１ 1,198  1,582 

(2) 長期前払費用  23  9 

(3) 破産更生債権  33  59 

(4) 繰延税金資産  20  45 

(5) その他  64  70 

貸倒引当金  △45  △40 

投資その他の資産合計  1,295 5.6  1,727 5.7

固定資産合計  9,303 40.2  15,088 49.4

資産合計  23,113 100.0  30,571 100.0
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前連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 20 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形 ※６ 2,287  2,032 

２ 買掛金 ※４  6,108  7,514 

３ 短期借入金 ※３ 870  589 

４ 1 年以内に返済する長期借入金 ※３ 1,268  1,635 

５ 1 年以内に償還する社債  1,350  350 

６ 未払金  368  2,315 

７ 未払費用  327  677 

８ 未払法人税等  192  192 

９ 未払消費税等  72  108 

10 前受金  25  71 

11 預り金  109  92 

12 賞与引当金  264  301 

13 役員賞与引当金  14  ― 

14 売上値引引当金  80  9 

15 設備関係支払手形  96  61 

16 その他  11  14 

流動負債合計  13,448 58.2  15,966 52.2

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  1,325  975 

２ 長期借入金 ※３ 3,098  7,193 

３ 預り保証金  692  687 

４ その他  131  134 

固定負債合計  5,247 22.7  8,990 29.4

負債合計  18,696 80.9  24,956 81.6
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前連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 20 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,208  1,208 

 ２ 資本剰余金  897  897 

３ 利益剰余金  2,055  2,358 

 ４ 自己株式  △5  △5 

株主資本合計  4,156 18.0  4,458 14.6

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券評価差額金  213  85 

 ２ 為替換算調整勘定  47  141 

評価・換算差額金等合計  260 1.1  226 0.8

 少数株主持分  ―  929 3.0

純資産合計  4,416 19.1  5,615 18.4

負債純資産合計  23,113 100.0  30,571 100.0
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(2) 連結損益計算書 

 

  

前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 1 日 

  至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(自 平成 19 年４月 1 日 

  至 平成 20 年３月 31 日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

Ⅰ 売上高  24,888 100.0  30,802 100.0

Ⅱ 売上原価  20,846 83.8  26,075 84.7

   売上総利益  4,042 16.2  4,727 15.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,055 12.2  3,708 12.0

   営業利益  986 4.0  1,019 3.3

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息・配当金  10 22  

 ２ 為替差益  10 15  

 ３ その他  41 61 0.2 57 94 0.3

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  134 166  

 ２ たな卸資産評価損  1 ―  

 ３ 社債発行費  10 ―  

 ４ 持分法による投資損失  ― 62  

 ４ その他  12 158 0.6 29 258 0.8

   経常利益  889 3.6  855 2.8

Ⅵ 特別利益    

 １ 貸倒引当金戻入額  16 5  

 ２ 投資有価証券売却益  5 5  

  ３ 固定資産売却益 ※２ 0 2  

  ４ 受取補償金  ― 28  

  ５ 持分変動利益  ― 15  

 ６ 前期損益修正 ※３ ― 22 0.0 29 86 0.3

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 ※５ 168 31  

 ２ 投資有価証券売却損  7 ―  

３ 固定資産売却損 ※４ 1 0  

  ４ 貸倒損失 ※６ ― 200  

 ５ 事業撤退損 ※７ ― 177 0.7 55 288 0.9

   税金等調整前当期純利益  734 2.9  653 2.2

   法人税、住民税及び事業税  305 450  

   法人税等調整額  10 315 1.2 △152 297 1.0

   少数株主利益  ―  2 0.0

   当期純利益  418 1.7             353 1.2
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 1,692 △4 3,794

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 △50  △50

役員賞与 △12  △12

 当期純利益 418  418

新規連結に伴う増加高 8  8

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
  連結会計年度中の変動額(純額) 

 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

－ － 362 △0 362

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 2,055 △5 4,156

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 272 － 272 4,067 

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 △50 

役員賞与 △12 

当期純利益 418 

新規連結に伴う増加高 8 

自己株式の取得 △0 

株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

△59 47 △12 △12 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△59 47 △12 349 

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 213 47 260 4,416 
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当連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 2,055 △5 4,156

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 △50  △50

 当期純利益 353  353

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
  連結会計年度中の変動額(純額) 

 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

－ － 302 △0 302

平成 20 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 2,358 △5 4,458

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 213 47 260 － 4,416

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当  △50

当期純利益  353

自己株式の取得  △0

株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

△128 93 △34 929 895

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△128 93 △34 929 1,198

平成 20 年３月 31 日残高(百万円) 85 141 226 929 5,615
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
 (自 平成 19年４月 １日
 至 平成 20 年３月 31 日)

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
   税金等調整前当期純利益  734 653
   減価償却費  834 1,304
   賞与引当金の増加額  55 36
   貸倒引当金の減少額  △16 △5
   売上値引引当金の増加額（△減少額）  80 △71
   役員退職慰労引当金の減少額  △68 -
   受取利息及び受取配当金  △12 △22
   支払利息  134 166
   持分法による投資損失  - 62
   有形固定資産売却益  △0 △2
   有形固定資産除却損  168 33
   投資有価証券売却益  △5 △5
   投資有価証券売却損  7 -
   貸倒損失  - 200
   事業撤退損  - 55
   受取補償金  - △28
   前期損益修正額  - △29
   売上債権の減少額（△増加額）  △2,256 777
   たな卸資産の増加額  △120 △56
   仕入債務の増加額  1,429 950
   未収入金の増加額  △7 △341
   未収消費税等の減少額  41 -
   未払消費税等の増加額  72 45
   その他  132 441
    小計  1,202 4,166
   受取補償金  - 28
   利息及び配当金の受取額  12 22
   利息の支払額  △136 △173
   法人税等の支払額  △242 △478
   営業活動によるキャッシュ・フロー  835 3,565
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
   有形固定資産の取得による支出  △1,762 △4,536
   有形固定資産の売却による収入  14 5
   無形固定資産の取得による支出  △40 28
   投資有価証券の取得による支出  △38 △965
   投資有価証券の売却による収入  72 130
   子会社株式の取得による支出  △228 -
   短期貸付金の貸付による支出  - △309
   その他  0 88
   投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,982 △5,558
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
   短期借入金の純増減額  △20 △287
   長期借入れによる収入  2,100 5,887
   長期借入金の返済による支出  △1,433 △1,582
   社債の発行による収入  1,000 -
   社債の償還による支出  △250 △1,350
   自己株式の取得による支出  △0 △0
   少数株主に対する株式の発行による収入  - 872
   配当金の支払額  △50 △50
   財務活動によるキャッシュ・フロー  1,345 3,488
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  10 49
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  209 1,544
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,450 1,695
Ⅶ 合併による現金及び現金同等物の増加額  3 -
Ⅷ 新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額  31 228
Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,695 3,468
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

区分 
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社の数   １社 

連結子会社の名称   

天昇塑料(常州)有限公司 

 

 

なお、天昇塑料(常州)有限公司

については、重要性が増したこと

により、当連結会計年度から連結

子会社としております。 

(1) 連結子会社の数   ２社 

連結子会社の名称  

天昇塑料(常州)有限公司 

天昇ポーランドコーポレーショ

ン有限会社 

なお、天昇ポーランドコーポレ

ーション有限会社については、重

要性が増したことにより、当連結

会計年度から連結子会社としてお

ります。 

 (2) 主要な非連結子会社名 

天昇キャップロール販売株式会

社 

天昇ポーランドコーポレーショ

ン有限会社 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社はそれぞれ小規模

であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等がいずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲より除いております。 

(2) 主要な非連結子会社名 

天昇キャップロール販売株式会

社 

   

 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等が連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲より除い

ております。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社の

数及び主要な会社等の名称 

該当はありません。 

(1) 持分法を適用した非連結子会社の

数及び主要な会社等の名称 

該当はありません。 

 (2) 持分法を適用した関連会社の数及

び主要な会社等の名称 

該当はありません。 

(2) 持分法を適用した関連会社の数 

             ２社 

主要な会社等の名称 

 天昇アメリカコーポレーション 

 天昇メキシココーポレーション 

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

（非連結子会社） 

天昇キャップロール販売株式会

社 

天昇ポーランドコーポレーショ

ン有限会社 

（関連会社） 

上海夏普模具工業控制系統有限

公司 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結

子会社または関連会社は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要

性がないためであります。 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

（非連結子会社） 

天昇キャップロール販売株式会

社 

 

 

（関連会社） 

上海夏普模具工業控制系統有限

公司 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結

子会社または関連会社は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要

性がないためであります。 

 



天昇電気工業株式会社 (6776) 平成 20 年 3 月期決算短信 

 - 20 -

区分 
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日) 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の天昇塑料(常州)有限公

司の決算日は、12 月 31 日でありま

す。 

連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っており

ます。 

連結子会社の天昇ポーランドコーポ

レーション有限会社・天昇塑料(常州)

有限公司の決算日は、12 月 31 日であ

ります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っており

ます。 

４ 会計処理基準に関する

事項 

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 

 

① 有価証券の評価基準及び評価方

法 

ａ満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用し

ております。 

ｂその他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に基づ

く時価法を採用しております。 

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定しておりま

す。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

 

 

① 有価証券の評価基準及び評価方

法 

ａ満期保有目的の債券 

   同左 

 

ｂその他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブの評価基準及び評価

方法 

時価法によっております。 

② デリバティブの評価基準及び評価

方法 

   同左 

 ③ たな卸資産の評価基準及び評価

法 

ａ製品・仕掛品 

総平均法による低価法によって

おります。 

ｂ原材料 

移動平均法による原価法によっ

ております。 

③ たな卸資産の評価基準及び評価

法 

ａ製品・仕掛品 

同左 

 

ｂ原材料 

   同左 
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区分 
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日) 

  (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、建物（附属設

備を除く）については定額法）を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物     ７年～40 年    

機械及び装置 ２年～14 年 

① 有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

①平成 19 年３月 31 日以前に取得

したもの 

旧定額法によっております。 

②平成 19 年４月１日以降に取得し

たもの 

    定額法によっております。 

建物以外 

①平成 19 年３月 31 日以前に取得

したもの 

  旧定率法によっております。 

②平成 19 年４月１日以降に取得し

たもの 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物      ７年～40 年 

   機械及び装置  ２年～14 年 

  （会計方針の変更） 

   法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成 19

年３月 30 日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正す

る政令 平成 19 年３月 30 日 政

令第 83 号））に伴い、平成 19 年

４月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。 

   これに伴い、従来の方法によっ

た場合に比べて、当連結会計年度

の減価償却費は 158 百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ

158 百万円減少しております。 

  （追加情報） 

   平成 19 年３月 31 日以前に取得

したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によっ

ております。 

当該変更により営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ 40 百万円減少してお

ります。 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいておりま

す。 

② 無形固定資産 

   同左 
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区分 
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日) 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産更正債

権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づく方法によっております。 

― 

 ④ 売上値引引当金 

製品の販売において、将来発生

する可能性があると見込まれる売

上値引等に備えるため、その見込

額を計上しております。 

③ 売上値引引当金 

   同左 

(4) 重要なリース取引の

処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の

方法 

① ヘッジ会計の方法 
金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、金利スワップに係る金銭の受

払の純額等をヘッジ対象の借入金

の利息に加減して処理しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
・ ヘッジ手段････金利スワップ 
・ ヘッジ対象････借入金の支払利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   同左 

 ③ ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。 

③ ヘッジ方針 
   同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 
特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

(6) その他連結財務諸

表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は税抜方法によ

っております。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

全面時価評価法を採用しております。 
 

同左 
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区分 
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日) 

６ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な現金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

  同左 
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(6) 連結財務諸表に関する注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
 

前連結会計年度 
(平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 20 年３月 31 日) 

※１ 非連結子会社と関連会社の額 

投資有価証券 502 百万円 

※１ 非連結子会社と関連会社の額 

投資有価証券 274 百万円 
  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 8,641 百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 9,598 百万円 
  

※３ 担保に供している資産 

建    物 1,165 百万円

機械及び装置 3 百万円

土    地 697 百万円

   計 1,866 百万円 

※３ 担保に供している資産 

建    物 1,082 百万円

機械及び装置 2 百万円

土    地 697 百万円

   計 1,781 百万円 
担保に係る債務の金額 

短 期 借 入 金 570 百万円

1 年以内に返済する
長 期 借 入 金

1,084 百万円

長 期 借 入 金 2,320 百万円

計 3,974 百万円 

担保に係る債務の金額 

短 期 借 入 金 270 百万円

1 年以内に返済する
長 期 借 入 金

1,379 百万円

長 期 借 入 金 4,204 百万円

計 5,853 百万円 
担保提供資産  

十六銀行抵当 

建    物 591 百万円

土    地 346 百万円

   計 938 百万円

   上記の担保資産に対する債務 

短 期 借 入 金 500 百万円

1 年以内に返済する 
長 期 借 入 金 

421 百万円

長 期 借 入 金 1,047 百万円

計 1,969 百万円

担保に対応する債務の金額には十六銀行よりの

長期借入金 1,469 百万円及び短期借入金 500 百万

円が二重に含まれております。 

担保提供資産  

十六銀行抵当 

建    物 604 百万円

土    地 346 百万円

   計 951 百万円

   上記の担保資産に対する債務 

短 期 借 入 金 200 百万円

1 年以内に返済する
長 期 借 入 金

547 百万円

長 期 借 入 金 2,375 百万円

計 3,122 百万円

担保に対応する債務の金額には十六銀行よりの

長期借入金 2,922 百万円及び短期借入金 200 百万

円が二重に含まれております。 
  

※４ 支払信託 

    下記債務には債権者が債権を資金化できる支払

信託が含まれています。 

買  掛  金 4,144 百万円

そ  の  他 233 百万円 

※４ 支払信託 

    下記債務には債権者が債権を資金化できる支払

信託が含まれています。 

買  掛  金 4,152 百万円

そ  の  他 325 百万円 
  

５ 偶発債務 

   電力供給に関する購買契約 

 平成 15 年８月より 10 年間自家発電による電力

を継続的に買い受ける契約を締結しております。

これを中途解約した場合、契約の残存期間の解

約損害金の支払義務が生じます。平成 19 年３月

末に中途解約した場合の解約損害金見積額は 124

百万円であります。 

５ 偶発債務 

   電力供給に関する購買契約 

 平成 15 年８月より 10 年間自家発電による電力

を継続的に買い受ける契約を締結しております。

これを中途解約した場合、契約の残存期間の解

約損害金の支払義務が生じます。平成 20 年３月

末に中途解約した場合の解約損害金見積額は 100

百万円であります。 
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前連結会計年度 

(平成 19 年３月 31 日) 
当連結会計年度 

(平成 20 年３月 31 日) 

※６ 連結会計年度末日満期手形 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

   なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれております。 

受取手形 147 百万円

支払手形 4 百万円 

― 
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(連結損益計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

荷造運賃 1,070 百万円

給料手当・賞与 797 百万円

賞与引当金繰入額 98 百万円 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

荷造運賃 1,301 百万円

給料手当・賞与 863 百万円

賞与引当金繰入額 85 百万円 
  

※２                     ─ 

 

※２ 固定資産の売却益は、次のとおりであります。 

機械及び装置 1 百万円

車両運搬具 0 百万円 
  

※３                     ─ 

 

※３ 前期損益修正益は、次のとおりであります。 

過年度未払費用の戻入益 29 百万円 
  

※４ 固定資産の売却損は、次のとおりであります。 

機械及び装置等 1 百万円 

※４ 固定資産の売却損は、次のとおりであります。 

車両運搬具 0 百万円 
  

※５ 固定資産の除却損は、次のとおりであります。 

建    物 135 百万円

構 築 物 1 百万円

機械及び装置 21 百万円

車両運搬具 1 百万円

工具器具備品 9 百万円

 計   168 百万円 

※５ 固定資産の除却損は、次のとおりであります。 

建    物 13 百万円

構 築 物 1 百万円

機械及び装置 8 百万円

車両運搬具 0 百万円

工具器具備品 8 百万円

 計   31 百万円 
  

※６                     ─ ※６ 貸倒損失は、次のとおりであります。 
取引先広重産業株式会
社に対する売掛債権に
係る貸倒損失 

200 百万円

 
  

※７                     ─ ※７ 事業撤退損は、次のとおりであります。 
健康寝具の製造販売事
業から撤退することか
ら発生する損失 

55 百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 17,014,000 ― ― 17,014,000
 
 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 20,783 1,425 ― 22,208
 
（変動事由の概要） 
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 
単元未満株式の買取りによる増加    1,425 株 
 

３ 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数(株） 
会社名 内訳 目的となる

株式の種類 前連結 
会計年度末 増加 減少 当連結 

会計年度末 

当連結会計
年度末残高
（百万円）

平成 14 年新株予約権 普通株式 129,000 ― 7,000 122,000 ―
提出会社 

平成 15 年新株予約権 普通株式 146,000 ― 4,000 142,000 ―

合計 275,000 ― 11,000 264,000 ―

(注)  目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 
 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成 18 年 6 月 29 日
定時株主総会 普通株式 50 3.0 平成 18 年 3月 31 日 平成 18 年 6月 30 日

 

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後

となるもの 

決議 株式の 
種類

配当の原資 配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成 19 年 6月 28 日 
定時株主総会 

普通
株式

利益剰余金 50 3.0 平成 19 年 3月 31 日 平成 19 年 6月 29 日
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当連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 17,014,000 ― ― 17,014,000
 
 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,208 1,406 ― 23,614
 
（変動事由の概要） 
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 
単元未満株式の買取りによる増加       1,406 株 
 

３ 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数(株） 
会社名 内訳 目的となる

株式の種類 前連結 
会計年度末

増加 減少 当連結 
会計年度末 

当連結会計
年度末残高
（百万円）

平成 14 年新株予約権 普通株式 122,000 ― 4,000 118,000 ―
提出会社 

平成 15 年新株予約権 普通株式 142,000 ― ― 142,000 ―

合計 275,000 ― 4,000 260,000 ―

(注)  目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 
 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 19 年 6 月 28 日
定時株主総会 

普通株式 50 3.0 平成 19 年 3月 31 日 平成 19 年 6月 29 日

 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの 

決議 株式の 
種類

配当の原資 配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成 20 年 6月 26 日 
定時株主総会 

普通
株式 利益剰余金 50 3.0 平成 20 年 3月 31 日 平成 20 年 6月 27 日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （期末）

現金及び預金 1,801百万円
預入金額が３ヶ月を超える
定期預金 △106百万円

現金及び現金同等物 1,695百万円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （期末）

現金及び預金 3,468百万円
預入金額が３ヶ月を超える
定期預金 ―

現金及び現金同等物 3,468百万円 
  

２ 合併 
  当連結会計年度に合併した第一化研株式会
社より引き継いだ資産および負債の主な内訳
は次のとおりであります。また、合併により
増加した資本金および資本準備金は、ありま
せん。 

合併により引き継いだ資産・負債 

流動資産 134百万円

固定資産 646百万円

 資産合計 780百万円

流動負債 319百万円

 負債合計 319百万円
 

２         ― 

  
 



天昇電気工業株式会社 (6776) 平成 20 年 3 月期決算短信 

 - 30 -

(セグメント情報) 
 

前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
 

１ 事業の種類別セグメント情報 

（百万円） 

  
成形関連 

事業 

不動産関連

事業 
計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 24,590 297 24,888 ― 24,888

(2)セグメント間の内部売上

高又は、振替高 
 ― ― ― ― ―

計 24,590 297 24,888 ― 24,888

営業費用 23,811 90 23,901 ― 23,901

営業利益 779 207 986 ― 986

Ⅱ資産、減価償却費及び資本

的支出 
 

資産 22,613 499 23,113 ― 23,113

減価償却費 794 40 834 ― 834

資本的支出 2,949 ― 2,949 ― 2,949

 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

      ２ 各区分のおもな製品 

        （１）成形関連事業 ・・・・ 家電外装部品、自動車部品、物流産業資材及び金型 

   （２）不動産関連事業 ・・・ 土地及び建物の賃貸 

 

２ 所在地別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割

合が、いずれも 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

 

３ 海外売上高 

海外売上高が、いずれも連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略してい

ます。 
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当連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
 
１ 事業の種類別セグメント情報 

（百万円） 

  
成形関連 

事業 

不動産関連

事業 
計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 30,502 300 30,802 ― 30,802

(2)セグメント間の内部売上

高又は、振替高 
524 ― 524 △524 ―

計 31,026 300 31,327 △524 30,802

営業費用 30,142 86 30.228 △445 29,783

営業利益 884 214 1,098 △79 1,019

Ⅱ資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
 

資産 32,347 480 32,828 △2,256 30,571

減価償却費 1,270 37 1,307 ― 1,307

減損損失 ― ― ― ― ―

資本的支出 6,316 ― 6,316 ― 6,316

 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

      ２ 各区分のおもな製品 

        （１）成形関連事業 ・・・・ 家電外装部品、自動車部品、物流産業資材及び金型 

   （２）不動産関連事業 ・・・ 土地及び建物の賃貸 

 

２ 所在地別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割

合が、いずれも 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

 

３ 海外売上高 

海外売上高が、いずれも連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略してい

ます。 
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(リース取引関係) 

 

前連結事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

 

期末残高
相当額

 
(百万円)

機械及び装置 724 239  484

工具器具及び
備品 

 16 11  4

ソフトウェア 18 12  5

合計 759 264  495

  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

 

期末残高 
相当額 

 
(百万円) 

機械及び装置 658 269  388

工具器具及び
備品 

10 9  0

ソフトウェア 14 12  1

合計 683 291  391

  
② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 99百万円

１年超 402百万円

合計 501百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 91百万円

１年超 310百万円

合計 402百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 97百万円

支払利息相当額 8百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 111百万円

減価償却費相当額 102百万円

支払利息相当額 13百万円
 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …… 同左 

 

 ・利息相当額の算定方法 

  …… 同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 6百万円

１年超 11百万円

合計 17百万円
 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 6百万円

１年超 4百万円

合計 11百万円
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(関連当事者との関係) 

前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 
 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 役員の
兼任等

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

合成樹脂成
形品及び金
型並びに商
品・材料の
販売 

390 売掛金 75

商品及び材
料購入 

408 
未収入金 4

金型の賃借
料 

20 

買掛金 200
工場におけ
る電力の販
売 

21 

三甲㈱ 
岐阜県 
瑞穂市 

480 

産 業 用 プ
ラ ス チ ッ
ク 製 品 の
製造販売 

(所有) 
直接 2.0％ 
間接 － ％ 
(被所有) 
直接 － ％ 
間接 34.6％

兼任１人

三甲㈱の
商 品 及 び
材 料 の 購
入 並 び に
当 社 製 品
及 び 材 料
等の販売

不動産賃貸
収入 

11 
未払費用 13

受取手形 133
合成樹脂成
形品の販売 

510 

売掛金 25

支払手形 558

その他
の関係
会社 

三井物産㈱ 
東京都 
千代田 
区 

323,213 総合商社 
(被所有) 
直接 20.4％
間接 － ％ 

－ 

商品及び
材 料 の 購
入 並 び に
当 社 製 品
等の販売

商品及び材
料購入 

1,165 

買掛金 251

 (取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ 商品の仕入れについては市場価格等を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、一般

的取引条件と同様に決定しております。 

２ 合成樹脂成形品並びに金型の販売については市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、

毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は、消費税等を含んで表示しております。 

４ 当社の法人主要株主（三甲不動産株式会社）の主要株主及びその近親者が議決権の過半数を自己の

計算において所有している三甲株式会社は、当社に対して実質的な影響力をもっているためその他

の関係会社としたものであります。 
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当連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 
 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 

事業の内
容又は
職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

売掛金 3
合成樹脂成
形品及び材
料等の販売

116 

貸付金 110
天昇塑料
(常州) 
有限公司 

中国 
江蘇省 
溧陽市 

450 
(百万円) 

産業用プ
ラスチッ
ク製品の
製造販売

(所有) 
直接 100％
 

兼任 3 名

商品の購
入並びに
当社製品
及び材料
等の販売

商品の購入 60 買掛金 1

売掛金 77

未収入金 55

立替金 88

子会社 

天昇ポー
ランドコ
ーポレー
ション有
限会社 

ポーランド
ウィソミッ
ツェ市 

2,142 
(百万円) 

産業用プ
ラスチッ
ク製品の
製造販売

(所有) 
直接  60％

 
兼任 3名

商品の購
入並びに
当社製品
及び材料
等の販売

合成樹脂成
形品及び材
料等の販売

166 

貸付金 300

未収入金 38

立替金 16関連会社 

天昇アメ
リカ 
コーポレ
ーション 

米国 
カリフォル
ニア州 

17 
(百万 USD) 

産業用プ
ラスチッ
ク製品の
製造販売

(所有) 
直接 29.8％

兼任 4 名
当社製品
及び材料
等の販売

技術支援の
ための人材
派遣 

21 

貸付金 300

売掛金 71
合成樹脂成
形品及び金
型並びに商
品・材料の
販売 

496 

商品及び材
料購入 

648 
未収入金 2

工場におけ
る電力の販
売 

29 買掛金 420

金型の賃借
料 

16 

三甲㈱ 
岐阜県 
瑞穂市 

480 
(百万円) 

産業用プ
ラスチッ
ク製品の
製造販売

(所有) 
直接 2.0％
間接 － ％
(被所有) 
直接 － ％
間接 34.8％

兼任２人

三甲㈱の
商品及び
材料の購
入並びに
当社製品
及び材料
等の販売

不動産賃貸
収入 

10 
未払費用 8

受取手形 15
合成樹脂成
形品の販売

234 

売掛金 6

支払手形 376

そ の 他
の 関 係
会社 

三井物産
㈱ 

東京都 
千代田区 

337,543 
(百万円) 

総合商社
(被所有) 
直接 20.5％
間接 － ％

－ 

商品及び
材料の購
入並びに
当社製品
等の販売

商品及び材
料購入 

896 

買掛金 122

 (取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ 商品の仕入れについては市場価格等を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、一般

的取引条件と同様に決定しております。 

２ 合成樹脂成形品並びに金型の販売については市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、

毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は、消費税等を含んで表示しております。 

４ 当社の法人主要株主（三甲不動産株式会社）の主要株主及びその近親者が議決権の過半数を自己の

計算において所有している三甲株式会社は、当社に対して実質的な影響力をもっているためその他

の関係会社としたものであります。 
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(税効果会計関係) 
 

前連結会計年度 
(平成 19 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 20 年３月 31 日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な 

原因別の内訳 
繰延税金資産 

 たな卸資産評価損否認額 14 百万円

 未払事業税 16 百万円

 賞与引当金損金算入限度超過額 107 百万円

 役員賞与引当金否認額 5 百万円

 売上値引引当金否認額 32 百万円

 投資有価証券評価損 116 百万円

 固定資産評価損 131 百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 6 百万円

 減価償却費限度超過額 18 百万円

 役員退職慰労金否認額 24 百万円

 その他 73 百万円

繰延税金資産小計 548 百万円

評価性引当額 △327 百万円

繰延税金資産合計 221 百万円

 

繰延税金負債 9 百万円

 

繰延税金資産の純額 212 百万円 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な 

原因別の内訳 
繰延税金資産 

 たな卸資産評価損否認額 12 百万円

 未払事業税 16 百万円

 賞与引当金損金算入限度超過額 122 百万円

 売上値引引当金否認額 3 百万円

 投資有価証券評価損 116 百万円

 固定資産評価損 299 百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 8 百万円

 減価償却費限度超過額 24 百万円

 貸倒損失 34 百万円

 役員退職慰労金否認額 24 百万円

 その他 168 百万円

繰延税金資産小計 831 百万円

評価性引当額 △457 百万円

繰延税金資産合計 373 百万円

 

繰延税金負債 5 百万円

 

繰延税金資産の純額 367 百万円 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 

の負担率との差異の原因となった主な項目別 

の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

 交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.5％

 住民税均等割 2.2％

 その他 △1.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.0％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 

の負担率との差異の原因となった主な項目別 

の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

 交際費等永久に損金に算入されない
項目 

3.4％

 住民税均等割 2.1％

 その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5％ 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成 19 年３月 31 日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

 種類 取得原価 連結貸借対照表 
計上額 差額 

(1) 株式 118 342 223

(2) 債券               ―               ―               ―

(3) その他 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

小計 118 342 224

(1) 株式 3 2       △1

(2) 債券 11 11               ―

(3) その他               ―               ―               ―

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

小計 15 14     △1

合計 134 357 222

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
(単位：百万円) 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 

72 5 7

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
(単位：百万円) 

 貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

 割引金融債 50

 劣後債 100

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 187

子会社株式及び関連会社株式 

 子会社株式 228

関連会社株式 274

当連結会計年度において、有価証券について減損処理を行なったものはありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合には

全て減損処理を行っております。 

 

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
(単位：百万円) 

 １年以内 １年超５年以内 

債券 
 その他 50 112
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当連結会計年度(平成 20 年３月 31 日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

 種類 取得原価 連結貸借対照表 
計上額 

差額 

(1) 株式 132 250 118

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

小計 132 250 118

(1) 株式 251 224 △27

(2) 債券 3 3 ―

(3) その他 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

小計 255 227 △27

合計 387 478 91

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
(単位：百万円) 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 

92 5 ―

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
(単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額

満期保有目的の債券 

 割引金融債 20

 劣後債 100

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 187

子会社株式及び関連会社株式 

 子会社株式 ―

関連会社株式 274

当連結会計年度において、有価証券について減損処理を行なったものはありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合には

全て減損処理を行っております。 

 

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
(単位：百万円) 

 １年以内 １年超５年以内 

債券 
 その他 20 103
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(デリバティブ取引関係) 
 
１ 取引の状況に関する事項 
 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月 １日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月 １日 
至 平成20年３月31日) 

① 取引の内容 

当社は金利スワップ取引を行っております。 

① 取引の内容 

同左 

② 取引の取組方針 

当社は借入金の金利変動リスクを回避する目 
的で金利スワップ取引を行っております。 

② 取引の取組方針 

同左 

③ 取引の利用目的 
   借入金の支払利息が変動するリスクをヘッジ 

することを目的としております。 

③ 取引の利用目的 

同左 

④ 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引においては、市場金利の変 

動によるリスクを有しております。 

デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国 

内銀行であるため、相手先の契約不履行に伴 

う損失は予想しておりません。 

④ 取引に係るリスクの内容 

同左 

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の契約は、その種類及び取 

引限度額を事前に管掌役員と経理部長の承認 

を受けて行っております。取引状況は随時管 

掌役員に報告されております。 

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

 同左 

 

２ 取引の時価等に関する事項 
 
前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

 

 

(退職給付関係) 

 

前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
 当社は平成 15 年６月１日付で確定給付型の退職給付制度（退職一時金制度及び適格年金
制度）から確定拠出年金制度に移行しました。 
 
当連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

当社は平成 15 年６月１日付で確定給付型の退職給付制度（退職一時金制度及び適格年金
制度）から確定拠出年金制度に移行しました。 
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(ストック・オプション等関係) 
前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役８名 

管理職（主事以上）158名 

株式の種類及び付与数 普通株式 550,000株 

付与日 平成14年８月30日 

権利確定条件 １． 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取

締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはその限りでない。 

２． 新株予約権者の相続人による権利行使は認めない。 

３． その他の条件は取締役会決議により決定するものと

する。 

対象勤務期間 平成14年８月30日 

～平成21年６月30日 

権利行使期間 平成16年７月１日 

～平成21年６月30日 

 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名 

管理職（主事以上）102名 

株式の種類及び付与数 普通株式 150,000株 

付与日 平成16年６月24日 

権利確定条件 １．新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取

締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはその限りでない。 

２． 新株予約権者の相続人による権利行使は認めない。 

３．その他の条件は取締役会決議により決定するものと

する。 

対象勤務期間 平成16年６月24日 

～平成22年７月31日 

権利行使期間 平成17年８月１日 

～平成22年７月31日 
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(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 

権利確定前   

期首（株） ― ―

付与（株） ― ―

失効（株） ― ―

権利確定（株） ― ―

未確定残（株） ― ―

権利確定後 

期首（株） 129,000 146,000

権利確定（株） ― ―

権利行使（株） ― ―

失効（株） 7,000 4,000

未行使残（株） 122,000 142,000

 

 ②単価情報 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 

権利行使価格（円） 181 422

行使時平均株価（円） ― ―

付与日における公正な評価単価（円） ― ―
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当連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役８名 

管理職（主事以上）158名 

株式の種類及び付与数 普通株式 550,000株 

付与日 平成14年８月30日 

権利確定条件 １． 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取

締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはその限りでない。 

２． 新株予約権者の相続人による権利行使は認めない。 

３． その他の条件は取締役会決議により決定するものと

する。 

対象勤務期間 平成14年８月30日 

～平成21年６月30日 

権利行使期間 平成16年７月１日 

～平成21年６月30日 

 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名 

管理職（主事以上）102名 

株式の種類及び付与数 普通株式 150,000株 

付与日 平成16年６月24日 

権利確定条件 １．新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取

締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはその限りでない。 

２． 新株予約権者の相続人による権利行使は認めない。 

３．その他の条件は取締役会決議により決定するものと

する。 

対象勤務期間 平成16年６月24日 

～平成22年７月31日 

権利行使期間 平成17年８月１日 

～平成22年７月31日 
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(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 

権利確定前   

期首（株） ― ―

付与（株） ― ―

失効（株） ― ―

権利確定（株） ― ―

未確定残（株） ― ―

権利確定後 

期首（株） 122,000 142,000

権利確定（株） ― ―

権利行使（株） ― ―

失効（株） 4,000 ―

未行使残（株） 118,000 142,000

 

 ②単価情報 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 

権利行使価格（円） 181 422

行使時平均株価（円） ― ―

付与日における公正な評価単価（円） ― ―
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(企業結合等関係) 

 

前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、

結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

       第一化研株式会社    合成樹脂成形加工 
（２）企業結合の法的形式 

       共通支配下の取引 
（３）結合後企業の名称 

       天昇電気工業株式会社 
（４）取引の目的を含む取引の概要 

     ①被合併会社第一化研株式会社は当社 100％出資子会社であり、自動車部品の

合成樹脂成形加工を業務としておりましたが、生産体制、業務の効率化を目

的として合併いたしました。 
     ②合併期日 
      平成 18 年４月１日 
     ③合併の形式 
      当社を存続会社とする吸収合併方式で、第一化研株式会社は解散しておりま

す。 
      なお、全額出資子会社との合併でありますので、新株式の発行、資本の増加

は行なっておりません。 
 
２．実施した会計処理の概要 

   本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成 15 年 10 月 31 日）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第 10 号 平成 18 年 12 月 22 日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理

を行っております。 

 

当連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

 
 該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 
 

 
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日)

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日)

１株当たり純資産額 259 円 95 銭 275 円 77 銭

１株当たり当期純利益 24 円 60 銭 20 円 83 銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 24 円 53 銭 20 円 78 銭

(注) 算定上の基礎  

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
 

 
前連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日)

当連結会計年度 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日)

１株当たり当期純利益金額 
 当期純利益（百万円） 418 353
 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―
 (うち利益処分による役員賞与金) (―) (―)
 普通株式に係る当期純利益（百万円） 418 353
 期中平均株式数（千株） 16,992 16,990
 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
 当期純利益調整額（百万円） ― ―
 普通株式増加数（千株） 47 36
 (うち新株予約権) (47) (36)
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

新株予約権 
  株主総会の特別決議 
    平成 15 年 6 月 27 日 
   （新株予約権 142 個）

新株予約権 
  株主総会の特別決議 
    平成 15 年 6 月 27 日 
   （新株予約権 142 個）

  

 



天昇電気工業株式会社 (6776) 平成20年3月期決算短信 

 

 - 45 -

(重要な後発事象) 

 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ 当社は、平成18年12月20日、ポーランド共和国北部

のトルン市に設立した天昇ポーランドコーポレー

ション有限会社の設備投資資金として、平成19年４

月20日に1,700万PLN（714百万円）の出資払込を行

いました。 

― 

２ 当社は、平成19年１月24日、アメリカ合衆国カリフ

ォルニア州サンディエゴ地区に三甲株式会社との

合弁会社、天昇アメリカコーポレーションを設立

し、平成19年５月９日に400万ドル（483百万円）の

出資払込を行いました。 

― 
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５ 個別財務諸表 

(1) 貸借対照表 
 

  前事業年度 
(平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
(平成 20 年３月 31 日) 

区分 注記 
番号 

金額(百万円) 構成比
(％)

金額(百万円) 構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  1,698  2,377 

 ２ 受取手形 ※２ 1,399  1,144 

 ３ 売掛金 ※２ 8,884  7,127 

 ４ 製品  518  444 

 ５ 原材料  522  511 

 ６ 仕掛品  249  240 

 ７ 未収入金 ※２ 16  105 

 ８ 繰延税金資産  191  234 

 ９ その他 ※２ 58  819 

   貸倒引当金  △0  △8 

   流動資産合計  13,540 59.0  12,996 53.5

Ⅱ 固定資産    

 (1) 有形固定資産 ※１   

  １ 建物  5,405 5,537  

    減価償却累計額  2,220 3,184 2,432 3,105 

  ２ 構築物  587 564  

    減価償却累計額  376 211 378 186 

  ３ 機械及び装置  5,295 5,454  

    減価償却累計額  4,138 1,157 4,327 1,127 

  ４ 車輌運搬具  113 111  

    減価償却累計額  81 32 86 24 

  ５ 工具器具及び備品  2,552 3,090  

    減価償却累計額  1,779 773 2,272 818 

  ６ 土地  2,300  2,304 

  ７ 建設仮勘定  ―  ― 

   有形固定資産合計  7,659 33.4  7,567 31.2
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  前事業年度 
(平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
(平成 20 年３月 31 日) 

区分 注記 
番号 

金額(百万円) 構成比
(％)

金額(百万円) 構成比
(％)

 (2) 無形固定資産    

  １ ソフトウェア  71  60 

  ２ その他  7  7 

   無形固定資産合計  79 0.3  67 0.2

 (3) 投資その他の資産    

  １ 投資有価証券  507  599 

  ２ 関係会社株式  990  2,799 

  ３ 関係会社長期貸付金  90  110 

４ 破産更生債権  33  59 

  ５ 繰延税金資産  20  45 

  ６ その他  87  76 

    貸倒引当金  △45  △40 

   投資その他の資産合計  1,684 7.3  3,650 15.1

   固定資産合計  9,423 41.0  11,285 46.5

   資産合計  22,964 100.0  24,282 100.0

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形 ※２ 2,287  2,032 

 ２ 買掛金 ※
2,4 6,109  6,639 

 ３ 短期借入金 ※１ 870  570 

 ４ 1 年以内に返済する
   長期借入金 

※１ 1,268  1,635 

 ５ 1 年以内に償還する
   社債  1,350  350 

 ６ 未払金 ※４ 332  388 

 ７ 未払費用 ※２ 328  359 

 ８ 未払法人税等  188  194 

 ９ 未払消費税等  72  108 

 10 前受金 ※２ 25  26 

 11 預り金  109  91 

 12 賞与引当金  264  301 

 13 役員賞与引当金  14  ― 

 14 売上値引引当金  80  9 

 15 設備関係支払手形  96  61 

 16 その他  11  10 

   流動負債合計  13,410 58.4  12,779 52.6
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  前事業年度 
(平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
(平成 20 年３月 31 日) 

区分 注記 
番号 

金額(百万円) 構成比
(％)

金額(百万円) 構成比
(％)

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債  1,325  975 

 ２ 長期借入金 ※１ 3,098  5,160 

 ３ 預り保証金  692  687 

 ４ その他  131  134 

   固定負債合計  5,246 22.8  6,957 28.7

   負債合計  18,657 81.2  19,737 81.3

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,208 5.3  1,208 4.9

 ２ 資本剰余金    

  (1) 資本準備金  897 897  

    資本剰余金合計  897 3.9  897 3.7

 ３ 利益剰余金    

  (1) その他利益剰余金    

    繰越利益剰余金  1,992 2,358  

    利益剰余金合計  1,992 8.7  2,358 9.7

 ４ 自己株式  △5 0.0  △5 0.0

   株主資本合計   4,093 17.9  4,459 18.3

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券評価
    差額金 

 213 0.9  85 0.4

   評価・換算差額等合計  213 0.9  85 0.4

   純資産合計  4,306 18.8  4,545 18.7

   負債純資産合計  22,964 100.0  24,282 100.0
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(2) 損益計算書 
 

  
前事業年度 

(自 平成18年４月１日   
  至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日   
  至 平成20年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(百万円) 百分比
(％) 

金額(百万円) 百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

 １ 製品売上高  21,920 25,973  

 ２ 商品売上高  2,084 2,621  

 ３ 賃貸収入  297 24,303 100.0 300 28,895 100.0

Ⅱ 売上原価    

 １ 製品期首たな卸高  473 518  

 ２ 製品振替受入高  21 ―  

 ３ 当期製品製造原価 ※３ 18,738 22,481  

     合計  19,232 23,000  

 ４ 製品期末たな卸高  518 444  

 ５ 他勘定振替高 ※１ 104 137  

 ６ 製品売上原価  18,609 22,418  

 ７ 商品売上原価  1,740 2,222  

 ８ 賃貸原価  78 20,428 84.1 75 24,716 85.5

    売上総利益  3,874 15.9  4,178 14.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 2,952 12.1  3,153 10.9

   営業利益  921 3.8  1,025 3.5

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息  5 16  

 ２ 受取配当金  6 7  

３ 為替差益  10 ―  

 ４ その他  41 64 0.3 57 80 0.2

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  96 125  

 ２ 社債利息  38 31  

 ３ 為替差損  ― 13  

 ４ 売上割引 ※４ 3 28  

 ５ たな卸資産評価損  1 ―  

 ６ 社債発行費  10 ―  

 ７ その他  9 158 0.7 ― 198 0.7

   経常利益  827 3.4 908 3.1
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前事業年度 

(自 平成18年４月１日   
  至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日   
  至 平成20年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(百万円) 百分比
(％) 

金額(百万円) 百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※５ 0 2  

 ２ 貸倒引当金戻入額  16 5  

 ３ 投資有価証券売却益  5 5  

 ４ その他  ― 22 0.1 52 65 0.2

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 ※６ 168 19  

 ２ 固定資産売却損 ※７ 1 0  

 ３ 投資有価証券売却損  7 ―  

 ４ 貸倒損失  ― 200  

 ５ 事業撤退損   ― 177 0.7 55 275 0.9

   税引前当期純利益  671 2.8  698 2.4

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 297 344  

   法人税等調整額  10 308 1.2 △64 280 0.9

   当期純利益  363 1.5  417 1.4
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(3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度 (自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 

資本準備金 

繰越利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 1,692 △4 3,794

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 △50  △50

 役員賞与 △12  △12

 当期純利益 363  363

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(百万円) - - 299 △0 299

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 1,992 △5 4,093

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 272 272 4,067

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △50

 役員賞与 △12

 当期純利益 363

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額) 

△59 △59 △59

事業年度中の変動額合計(百万円) △59 △59 239

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 213 213 4,306
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当事業年度 (自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 

資本準備金 

繰越利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 1,992 △5 4,093

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 △50  △50

 当期純利益 417  417

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(百万円) - - 366 △0 366

平成 20 年３月 31 日残高(百万円) 1,208 897 2,358 △5 4,459

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 213 213 4,306

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △50

当期純利益 417

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額) 

△128 △128 △128

事業年度中の変動額合計(百万円) △128 △128 238

平成 20 年３月 31 日残高(百万円) 85 85 4,545
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(4) 重要な会計方針 
 

区分 
前事業年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
 (自 平成 19 年４月 １日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法 

満期保有目的の債券は、償却原価

法（定額法）を採用しておりま

す。 

子会社株式及び関連会社株式は、

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

その他有価証券の時価のあるもの

は、期末決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定）、

時価のないものは、移動平均法に

よる原価法を採用しております。 

同左 

２ デリバティブ等の評

価基準及び評価方法 

デリバティブは、時価法によって

おります。 

同左 

３ たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

製品・仕掛品は、総平均法による

低価法、原材料は、移動平均法に

よる原価法によっております。 

同左 

４ 固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、建物(附属設

備を除く)については定額法)

を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物     ７年～40 年

   機械及び装置 ２年～14 年

(1) 有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

①平成 19 年３月 31 日以前に

取得したもの 

旧定額法によっておりま

す。 

②平成 19 年４月１日以降に取

得したもの 

   定額法によっております。 

建物以外 

①平成 19 年３月 31 日以前に

取得したもの 

 旧定率法によっておりま

す。 

②平成 19 年４月１日以降に取

得したもの 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

   建物     ７年～40 年 

   機械及び装置 ２年～14 年 
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区分 
前事業年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
 (自 平成 19 年４月 １日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

  

 （会計方針の変更） 

   法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律

平成 19 年３月 30 日 法律第

６号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令 平成

19 年３月 30 日 政令第 83

号））に伴い、平成 19 年４

月１日以降に取得した有形固

定資産については、改正後の

法人税法に基づく方法に変更

しております。 

  これに伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、当事業年度

の減価償却費は 158 百万円増

加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は、それ

ぞれ 158 百万円減少しており

ます。 

 （追加情報） 

   平成 19 年３月 31 日以前に

取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償

却する方法によっておりま

す。 

   当該変更により営業利益、

経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ 40 百万円減

少しております。 

 

(2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

いております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権につ

いては、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込み額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 
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区分 
前事業年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
 (自 平成 19 年４月 １日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

 (3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与

  の支出に充てるため、支給見

  込額に基づき計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度から「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成 17

年 11 月 29 日企業会計基準第

４号）を適用しております。 

この結果、従来の方法に比 

べて、営業利益、経常利益及 

び税金等調整前当期純利益 

が、14 百万円減少しておりま

す。 

― 

 (4) 売上値引引当金 

製品の販売において、将来発 

生する可能性があると見込ま 

れる売上値引等に備えるた 

め、その見込額を計上してお 

ります。 

(3) 売上値引引当金 

   同左 

６ リース取引の処理方 

 法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

 

７ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてお

りますので、金利スワップに

係る金銭の受払の純額等をヘ

ッジ対象の借入金の利息に加

減して処理しております。 

①ヘッジ会計の方法 

   同左 

 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 金利スワップ 

    ヘッジ対象 借入金の支払利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 ③ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っ

ております。 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 ④有効性評価の方法 

特例処理によっている金利

スワップについては、有効性

の評価を省略しております。 

④有効性評価の方法  

同左 
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区分 
前事業年度 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
 (自 平成 19 年４月 １日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

８ 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

同左 

９ その他財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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  （会計方針の変更） 
 

前事業年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
 (自 平成 19 年４月 １日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

（企業結合に係る会計基準等） 

  当事業年度において、会社法（平成 17 年法律

第 86 号）施行後に締結された契約に係る企業結

合又は事業分離等に係る会計処理については、

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会

平成 15 年 10 月 31 日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準第７号 平成 17 年

12 月 27 日）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第 10 号 平成 18 年 12 月 22 日）

を適用しております。 

― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号 平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年

12 月９日）を適用しております。 

  なお、従来の資本の部の合計に相当する金額

は 4,306 百万円であります。 

― 
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 （表示方法の変更） 
 

前事業年度 
(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
 (自 平成 19 年４月 １日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

 為替差益は、従来損益計算書上「その他」に含

めて表示しておりましたが重要性が増したため、

当事業年度より区分掲記しております。 

なお、前事業年度は、損益計算書上における営

業外収益の「その他」に 1,272 千円含まれてお

ります。 

― 
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(5) 個別財務諸表に関する注記事項 

(個別貸借対照表関係) 
 

前事業年度 
(平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
(平成 20 年３月 31 日) 

※１ 担保に供している資産及び対応する債務は
次のとおりであります。 
担保提供資産 

  工場財団抵当 

  建    物 1,165 百万円

  機械及び装置 3 百万円

  土    地 697 百万円

    計 1,866 百万円 

※１ 担保に供している資産及び対応する債務は
次のとおりであります。 
担保提供資産 

  工場財団抵当 

  建    物 1,687 百万円

  機械及び装置 2 百万円

  土    地 1,044 百万円

    計 2,733 百万円 
同上に対応する債務 
１ 短 期 借 入 金 570 百万円
２ １年内に返済する 
  長 期 借 入 金 

1,084 百万円

３ 長 期 借 入 金 2,320 百万円

      計 3,974 百万円 

同上に対応する債務 
１ 短 期 借 入 金 270 百万円
２ １年内に返済する 
  長 期 借 入 金 

1,379 百万円

３ 長 期 借 入 金 4,204 百万円

      計 5,853 百万円 
担保提供資産  

十六銀行抵当 

建    物 591 百万円

土    地 346 百万円

     計 938 百万円
同上に対応する債務 
１ 短 期 借 入 金 500 百万円
２ １年内に返済する 
  長 期 借 入 金 

421 百万円

３ 長 期 借 入 金 1,047 百万円

      計 1,969 百万円

担保に対応する債務の金額には十六銀行

よりの長期借入金 1,469 百万円及び短期借

入金 500 百万円が二重に含まれておりま

す。 

担保提供資産  

十六銀行抵当 

建    物 604 百万円

土    地 346 百万円

     計 951 百万円
同上に対応する債務 
１ 短 期 借 入 金 200 百万円
２ １年内に返済する 
  長 期 借 入 金 

547 百万円

３ 長 期 借 入 金 2,375 百万円

      計 3,122 百万円

担保に対応する債務の金額には十六銀行

よりの長期借入金 2,922 百万円及び短期借

入金 200 百万円が二重に含まれておりま

す。 

※２ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲

記されたもののほか、次のものが各科目に

含まれております。 
 受取手形 133 百万円

 売掛金 125 百万円

 未収入金 5 百万円

 長期貸付金 89 百万円

 支払手形 558 百万円

 買掛金 479 百万円

 未払費用 14 百万円

 前受金 1 百万円 

※２ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲

記されたもののほか、次のものが各科目に

含まれております。 
 受取手形 15 百万円

 売掛金 158 百万円

 未収入金 97 百万円

 長期貸付金 110 百万円

 支払手形 376 百万円

 買掛金 175 百万円

 未払費用 8 百万円

 前受金 1 百万円 
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前事業年度 

(平成 19 年３月 31 日) 
当事業年度 

(平成 20 年３月 31 日) 

※３ 偶発債務 

 (１)電力供給に関する購買契約 

平成 15 年８月より 10 年間自家発電によ

る電力を継続的に買い受ける契約を締結し

ております。          

これを中途解約した場合、契約の残存期

間の解約損害金の支払義務が生じます。平

成 20 年３月末に中途解約した場合の解約

損害金見積額は 124 百万円であります。 

※３ 偶発債務 

 (１)電力供給に関する購買契約 

 平成 15 年８月より 10 年間自家発電によ

る電力を継続的に買い受ける契約を締結し

ております。          

これを中途解約した場合、契約の残存期

間の解約損害金の支払義務が生じます。平

成 20 年３月末に中途解約した場合の解約

損害金見積額は 100 百万円であります。 
― (２)銀行借入に関する保証債務 

 当社は、子会社天昇ポーランドコーポレ

ーション有限会社が国際協力銀行、三菱東

京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行、オリックス

株式会社より借り入れました、総額 4,215

百万円に対し債務保証を行っております。 

また、持分法適用の関連会社天昇アメリ

カコーポレーションが三井住友銀行、みず

ほコーポレート銀行、三井リース事業株式

会社より借り入れました、総額 2,372 百万

円に対し債務保証を行っております。 
※４ 支払信託 
   下記債務には債権者が債権を資金化できる

支払信託が含まれています。 
 買掛金 4,144 百万円

 未払金 233 百万円 

※４ 支払信託 
   下記債務には債権者が債権を資金化できる

支払信託が含まれています。 
 買掛金 4,152 百万円

 未払金 325 百万円 
※５ 会計年度末日満期手形 

会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しており

ます。 

なお、当会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の会計年度末日満期手形

が、会計年度末残高に含まれております。 
 受取手形 147 百万円

 支払手形 4百万円 

― 
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(損益計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成 18 年４月１日 
 至 平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
(自 平成 19 年４月１日 
 至 平成 20 年３月 31 日) 

※１ 他勘定振替高は次のとおりであります。 
 たな卸資産評価戻入 2 百万円

 工具器具及び備品 98 百万円

 その他 3 百万円 

※１ 他勘定振替高は次のとおりであります。 
 たな卸資産評価戻入 0 百万円

 工具器具及び備品 121 百万円

 その他 15 百万円 
※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 
 荷造運賃 1,015 百万円

 給料手当・賞与 784 百万円

 支払手数料 268 百万円

 退職給付費用 22 百万円

 減価償却費 20 百万円

 賞与引当金繰入額 98 百万円
 役員退職慰労引当金繰
入額 5 百万円

   販売費及び一般管理費のうち、販売費の割
合は約 47.8％であります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金
額は次のとおりであります。 
 荷造運賃 1,276 百万円

 給料手当・賞与 832 百万円

 支払手数料 206 百万円

 退職給付費用 23 百万円

 減価償却費 27 百万円

 賞与引当金繰入額 85 百万円
    
 

販売費及び一般管理費のうち、販売費の割
合は約 53.4％であります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研
究開発費は、次のとおりであります。 

 一般管理費 12 百万円

 当期製造費用 0 百万円

 計 13 百万円 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研
究開発費は、次のとおりであります。 

 一般管理費 10 百万円

 当期製造費用 1 百万円

 計 12 百万円 
※４ 売掛金を現金で回収するため支払った割引

額であります。 
※４ 売掛金を現金で回収するため支払った割引

額であります。 

※５ 固定資産の売却益は次のとおりでありま
す。 

 車輛運搬具 0 百万円 

※５ 固定資産の売却益は次のとおりでありま
す。 

 機械及び装置 1 百万円 
※６ 固定資産の除却損は次のとおりでありま

す。 
 建物 135 百万円

 構築物 1 百万円

 機械及び装置 21 百万円

 車輛運搬具 1 百万円

 工具器具及び備品 9 百万円

 計 168 百万円 

※６ 固定資産の除却損は次のとおりでありま
す。 
 建物 3 百万円

 構築物 1 百万円

 機械及び装置 8 百万円

 車輛運搬具 0 百万円

 工具器具及び備品 6 百万円

 計 19 百万円 
※７ 固定資産の売却損は次のとおりでありま

す。 
 機械及び装置 0 百万円

 車輛運搬具 0 百万円

 計 1 百万円 

※７ 固定資産の売却損は次のとおりでありま
す。 

 機械及び装置 0 百万円

 車輛運搬具 0 百万円

 計 0 百万円 
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(株主資本等変動計算書関係) 
 

前事業年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 
 

 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 20,783 1,425 ― 22,208
 

(変動事由の概要)  
増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
 単元未満株式の買取りによる増加    1,425 株 
 
 

当事業年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 22,208 1,406 ― 23,614

(変動事由の概要)  
増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
 単元未満株式の買取りによる増加    1,406 株 
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(リース取引関係) 
 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
 (自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

               (単位：百万円) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

               (単位：百万円) 

  取得価額
相当額 

 
減価償却 
累計額 
相当額 

 期末残高
相当額 

機械及び 
装置 

 724 239 484

工具器具及
び備品 

 16 11 4

ソフト 
ウェア 

 18 12 5

合計  759 264 495
 

 取得価額
相当額 

 
減価償却 
累計額 
相当額 

 期末残高
相当額 

機械及び 
装置 

638 250 388

工具器具及
び備品 

10 9 0

ソフト 
ウェア 

14 12 1

合計 663 272 391
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 99百万円

 １年超 402百万円

 合計 501百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 91百万円

 １年超 310百万円

 合計 402百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 97百万円

支払利息相当額 8百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 111百万円

減価償却費相当額 102百万円

支払利息相当額 13百万円
 

④ 減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定

方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 
２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

 １年以内 6百万円

 １年超 11百万円

 合計 17百万円
 

④ 減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定

方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 

 ・利息相当額の算定方法 

   同左 

  

  

 
２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

 １年以内 6百万円

 １年超 4百万円

 合計 11百万円
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(有価証券関係) 

前事業年度（平成 19 年３月 31 日現在） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

 

当事業年度(平成 20 年３月 31 日現在) 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
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(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
    (平成 19 年３月 31 日) 

当事業年度 
    (平成 20 年３月 31 日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳 

  繰延税金資産 
  たな卸資産評価損否認額 14 百万円
  未払事業税 16 百万円
  賞与引当金損金算入 

限度超過額 
107 百万円

  役員賞与引当金否認額 5 百万円
  売上値引引当金否認額 32 百万円
  投資有価証券評価損 116 百万円
 固定資産評価損 131 百万円

  貸倒引当金損金算入 
限度超過額 

6 百万円

  減価償却費限度超過額 18 百万円
  役員退職慰労金否認額 24 百万円
  その他 73 百万円
 繰延税金資産小計 548 百万円
 評価性引当額 △327 百万円
 繰延税金資産合計 221 百万円
  
 繰延税金負債 9 百万円
  
 繰延税金資産の純額 212 百万円

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳 

  繰延税金資産 
  たな卸資産評価損否認額 12 百万円
  未払事業税 16 百万円
  賞与引当金損金算入 

限度超過額 
122 百万円

  売上値引引当金否認額 3 百万円
  投資有価証券評価損 116 百万円
 固定資産評価損 299 百万円

  貸倒引当金損金算入 
限度超過額 

8 百万円

  減価償却費限度超過額 24 百万円
  貸倒損失 34 百万円
  役員退職慰労金否認額 24 百万円
  その他 80 百万円
 繰延税金資産小計 743 百万円
 評価性引当額 △457 百万円
 繰延税金資産合計 285 百万円
  
 繰延税金負債 5 百万円
  
 繰延税金資産の純額 280 百万円
 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳 

 

 法定実効税率 40.7％

 (調整) 

  交際費等永久に損金に 
      算入されない項目 

1.5

  住民税均等割 2.2

  その他 1.5

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率 

45.9％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳 

 

 法定実効税率 40.7％

 (調整) 

  交際費等永久に損金に 
      算入されない項目 

2.3

  住民税均等割 2.0

  その他 △4.8

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率 

40.2％

  

 



天昇電気工業株式会社 (6776) 平成 20 年 3 月期決算短信 

 - 66 -

(１株当たり情報) 
 

 
第 81 期 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日)

第 82 期 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日)

１株当たり純資産額 253 円 47 銭 267 円 51 銭

１株当たり当期純利益金額 21 円 39 銭 24 円 57 銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 21 円 33 銭 24 円 52 銭

(注) 算定上の基礎  

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 金額の算定上の基 
礎は以下のとおりであります。 

 

 
第 81 期 

(自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日)

第 82 期 
(自 平成 19 年４月 １日 
至 平成 20 年３月 31 日)

１株当たり当期純利益金額 
 当期純利益（百万円） 363 417
 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―
 (うち利益処分による役員賞与金) (―) (―)
 普通株式に係る当期純利益（百万円） 363 417
 期中平均株式数（千株） 16,991 16,990
 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
 当期純利益調整額（百万円） ― ―
 普通株式増加数（千株） 47 36
 (うち新株予約権) (47) (36)
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

新株予約権 
株主総会の特別決議 
平成 15 年６月 27 日 
（新株予約権 142 個） 
新株予約権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１
株式等の状況、（２）新株
予約権等の状況」に記載の
とおりであります。 
 

新株予約権 
株主総会の特別決議 
平成 15 年６月 27 日 
（新株予約権 142 個） 
新株予約権の概要は「第４
提出会社の状況、１ 株式
等の状況、（２）新株予約
権等の状況」に記載のとお
りであります。 
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(重要な後発事象) 

 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ 当社は、平成18年12月20日、ポーランド共和国北部

のトルン市に設立した天昇ポーランドコーポレー

ション有限会社の設備投資資金として、平成19年４

月20日に1,700万PLN（714百万円）の出資払込を行

いました。 

１ 当社は、平成20年４月１日、天昇アメリカコーポレ

ーションに210万ＵＳドル（210百万円）の増資払込

を行いました。 

２ 当社は、平成19年１月24日、アメリカ合衆国カリフ

ォルニア州サンディエゴ地区に三甲株式会社との

合弁会社、天昇アメリカコーポレーションを設立

し、平成19年５月９日に400万ドル（483百万円）の

出資払込を行いました。 

２ 当社は、平成20年４月14日、天昇アメリカコーポレ

  ーションが三井リース事業株式会社より借り入れま

した総額140百万円に対し債務保証を行っておりま 

  す。 
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役 員 の 異 動 

 

１． 代表者の異動 

 

        該当事項はありません。 

 

２． その他の役員の異動 

 

（１）新任取締役候補者 （平成20年６月26日開催予定の株主総会に附議） 

 

① 常務取締役  中山  泉 （現 当社理事 社長室長） 

 

② 取 締 役  紺野 朝雄 （現 当社執行役員 製造本部埼玉工場長） 
 

③ 取 締 役  小野 哲夫 （現 当社執行役員 製造本部三重工場長） 
 

④ 取 締 役  森本  卓 （現 三井物産株式会社 化学品第二本部 工業材料事業部長） 

 

（２）退任予定取締役  （平成20年６月26日付） 

 

   ① 常務取締役  気賀  浩 

     （平成20年６月26日 顧問就任予定） 

 

 （３）役付変更予定取締役 （平成20年６月26日付） 

 
     ① 常務取締役 

営業第１部長兼ＳＴＳ室長 

        佐藤 勝正 （現 当社取締役 営業第1部長兼STS室長） 

 

② 常務取締役 

経理部長        

  横山   彰 （現 当社取締役 経理部長）  

   

     ③ 取 締 役  

天昇ポーランドコーポレーション有限会社代表取締役社長     

石川 修一 （現 当社取締役副社長  

                  天昇ポーランドコーポレーション有限会社代表取締役社長） 

 
以上  


